
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

北海道 礼文町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

3,259
81.33
3,751,223
3,707,596
43,627

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
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千円
千円

財政力

財政力指数 [0.13]
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礼文町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [81.9%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [306,029円]

類似団体内順位
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.5]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [20.56人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [26.2%]
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人口1人当たり地方債現在高 [2,153,096円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

礼文町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
《財政力指数》水産と観光が主な産業であるが、漁獲・漁価の低迷と就業者の高齢化、観光客の減少等により、財政基盤が
脆弱となっている。引き続き税の収納率の向上と歳入確保に努める。
《経常収支比率》平成14年度から実施している行政改革に基づいた、人件費や物件費、補助費等の削減により類似団体平
均より下回っているものの、依然、公債比の占める割合が高いことから、今後も公債費負担の適正化や経常経費等の抑制
に努める。
《人口1人当たり人件費・物件費等決算額》保育所や診療所、観光施設など施設運営を直営で行っているため、人件費が多く
の比重を占めている。今後は民間への委託化を進め、競争に伴うコスト削減効果により、これらの経費について抑制する必
要がある。
《ラスパイレス指数》平成14年度からスタートした第３次行政改革に沿って、給与職員手当等の削減を行ってきたが、類似団
体平均を若干上回っている状況にあり、今後も一層の給与の適正化に努める。

《実質公債費比率》港湾整備、廃棄物処理施設整備等、一島一町の離島という地域性も重なり、地方債に依存した大型事業を
展開してきたことから、公債費の割合が高く、実質公債費比率は類似団体平均値を大きく上回っている。平成18年度から公債
費負担適正化計画を再構築し、公債費財源確保のための歳入の確保・歳出の削減、減債基金の積立、繰上償還、起債事業
の抑制に取り組んでいる。今後も一層の公債費の適正化に努める。
《人口１人当たり地方債現在高》前述のとおり、起債に依存した事業を展開してきたことにより、類似団体の中でも平均を大きく
上回っており、公債費負担適性化計画に基づく事務事業の見直しによる新規発行債の抑制、行政改革に基づく人件費など経
常経費の削減による償還財源の確保等、財政の健全化に努める。
《人口1,000人当たり職員数》一島一町の離島という地域性から、広域行政が執りづらいため、国保診療施設、ごみ・し尿処理
施設の直営等により、全国市町村及び北海道市町村平均を上回っている。定員管理については、これまでも人員の削減を
行ってきたが、第３次行政改革の実施計画において、国の集中改革プランに沿った平成１７年度から平成２１年度までの「礼文
町行政改革集中プラン」では、退職者不補充による目標を掲げ実施している。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 礼文町

経常収支比率の分析

人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

3,259
81.33
3,751,223
3,707,596
43,627

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
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当　該　団　体　値
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経常収支比率（合計）
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

《経常収支比率》
　平成１４年度から実施している行政改革に基づいた、人件費や物件費、補助費等の削減により類似
団体平均より下回っている。今後も比率の低下や抑制に努める。
《人件費》
　平成１８年度からの新給与制度導入や行政改革による退職者の不補充方針により類似団体平均を
下回っている。今後も計画に基づき適正な定員管理に努める。
《物件費》
　行政改革に基づき、定率減額目標を定め費用の減額を図ってきた。今後も計画に基づき適正な水
準維持に努める。
《補助費等》
　行政改革に基づき、補助費等の削減を実施しており、類似団体平均を下回っている。今後において
も適正な水準維持に努める。
《公債費》
　過去の大型事業における公債費負担のピークが去り、公債費負担は毎年度大きく減少している。し
かしながら、水準的にはまだ類似団体を大きく上回っており、今後においても、事業を厳選し早期に適
正な水準となるよう努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 571,674 175,414 175,995 ▲ 0.3
賃金（物件費） 40,456 12,414 11,806 5.1
一部事務組合負担金（補助費等） 103,731 31,829 27,115 17.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,050 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 7,472 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 718 220 4,260 ▲ 94.8
▲退職金 ▲ 50,069 ▲ 15,363 ▲ 16,454 ▲ 6.6
合計 666,510 204,514 212,243 ▲ 3.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 20.56 19.38 1.18
ラスパイレス指数 94.5 92.5 2.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,059,389 325,066 168,683 92.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 121,401 37,251 29,949 24.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

2,868 880 8,629 ▲ 89.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

50,152 15,389 5,587 175.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,414 434 154 181.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 833,246 ▲ 255,675 ▲ 136,298 87.6

合計 401,978 123,344 76,704 60.8

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 礼文町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,027,002 287,837 47.6 258,948 ▲ 12.0 59.6

うち単独分 240,950 67,531 ▲ 20.4 121,338 ▲ 9.2 ▲ 11.2

654,331 186,845 ▲ 35.1 218,559 ▲ 15.6 ▲ 19.5

うち単独分 244,912 69,935 3.6 106,642 ▲ 12.1 15.7

647,766 191,307 2.4 176,460 ▲ 19.3 21.7

うち単独分 309,262 91,335 30.6 93,267 ▲ 12.5 43.1

313,679 93,246 ▲ 51.3 172,020 ▲ 2.5 ▲ 48.8

うち単独分 142,238 42,282 ▲ 53.7 77,280 ▲ 17.1 ▲ 36.6

354,681 108,831 16.7 155,309 ▲ 9.7 26.4

うち単独分 148,077 45,436 7.5 69,293 ▲ 10.3 17.8

過去５年間平均 599,492 173,613 ▲ 3.9 196,259 ▲ 11.8 7.9

うち単独分 217,088 63,304 ▲ 6.5 93,564 ▲ 12.2 5.7

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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人口1人当たり決算額の推移
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歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 北海道 礼文町

当該団体値 類似団体平均値
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